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 The main purpose of this study is to clarify the regional characteristics, the industrial 
employment s ructure and the population change of the local small-sized city, and their mutual 
relation. The main conclusions are summarized as follows.  ®The city within the urban region and 
the city specializing at the assembly type manufacturing industry or the third industry have been 
increasing during 1965  —  95;  ©The industrial employment s ructure of the small-sized core city 
relatively specializes at the third industry, and cities within the urban region specialize at the 
manufacturing industry; ®The tendency of the population growth in the isolation city is weakest, 
but it is strongest in cities within the urban region; ®Dynamically, the tendency of the population 
growth is strongest in the cities which convert to the small-sized core city in the regional 











整備 と産業振興方策が数多 く実施 されてきた.し か
しながら,依然 として東京大都市圏の一極集 中は続
き,北東,西南,日本海沿岸な どの地域における中小
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全国各地で地方分権 を推進 し,それに伴い,小規模 の





な局面に応 じる新たな産業構成 のあ り方,また都市









変容 を考察 した研究同な ど,数多く見 られる.し かし





産業機能 と人 口変動の関連分析 についても,地方
中枢 ・中核都市に関する研究〔7][8]があるものの,地
方小都市を対象 とした蓄積はいまだ乏 しい.その中
で,地方都市圏にお ける人 口分布変動状態 とその変
動要因に関す る研究[9]があるが,その分析対象は都













2.研 究 の方 法
2.1研 究 対象 都 市
本研 究 で は,基 本 的 に1965年か ら1995年までの
30年間 を10年 ご とに3期 間 に分 けて考 察 した.対
象都 市 は3大都 市圏 を除 く,1965年にお け る人 口(都
市 の昼 間 人 口,国 勢調 査)が10万 人以 下の280都市
2)であ る.
2.2産 業分 類 の設 定
既往研 究[7][113を参 照 しつ つ,本稿 で分析 対象 とす
る産業 業種 は,日本標 準産業 分類 の大分 類 を基 本 と
す る,表 一1に 示 す10業種3)であ る。各産 業 の就業
者数 について は市部 の従業地 によるデー タを用いた.
なお,「国勢調 査」には 市部 の従業 地 に よるデ ー タは
大分類 集 計 に と どま るた め,製造 業 の中分類 に 関 し
て は各年度 の 「工 業統計 表」,サー ビス業 の 中分類 に
関 して は 「事業 所統 計調 査報 告」をそれ ぞれ用 い て,
デー タを作成 した4).その他 の産業 につ い ては各年
度 の 「国 勢調 査」の従 業地 に よるデ ー タ を使 用 した.
2.3周 辺 との結節性 のによる地方小都市 の分類
他 市 町村 との通 勤 通学状態 に よ り,対象 と した地
方小 都 市 を図 一1の 手順 で 「小規模 核 市」,「圏内周
辺 市」,「圏外 周辺 市 」,「独 立市 」の4グ ルー プ に分
けた.
「圏 内周辺 市」につ い て,さ らにそ の母都 市 の規模
に基 づ き以 下 の よ うに ラ ンキ ングす る.つ ま り,母
都 市 の人 口が10万人未 満(=小 規模 核 市),10万人




























































































以 上 の4ラ ンクであ る.
2.4人 口変 動 に よ る地 方 小都 市 の 分類
都 市の人 口変動 につ いては,期間内 の昼 間人 口(国
勢調 査)の増加 率 をその指標 として用 いた5).各都 市





3.周辺 との結節性 と就業構 造の変動
3.1周 辺 との 結節 性 の変 動
まず,上 述 した分 析方 法 を用 い て,全 国地方 小都
市の周辺 との結節性 の実態 とその変動 を考察す る.
表 一2に よる と,・1965年にお ける周辺 との結 節性
か らみ た地 方小都 市の構成 は,「小規模 核市」81,「独
立市 」80,「圏外 周辺 市」71,「圏 内周 辺 市」46の順
で あった が,そ の後30年 間 と りわけ最初 の10年間
に 「独 立 市」が大 き く減 少 して 「圏 内周 辺市 」が大 き
く増加 してい る こ と,す なわ ち,独 立的 で分散 的 な
地方小都 市が相対的 に大 きな都市圏 の 中に組み 込ま
れ てき た ことが伺 われ る.な お,こ の間,「小規模 核





圏 内 周 辺 市
TV泰(46,16.496)
喚 ケ・槻 魏 労 ㊥…1
(都市数 、構 成比)





いが85年までの増加傾 向か ら95年には減少へ と転
じてい る.
これ を30年間の変 動パ ター ン(1965年タイプ→
1995年タイ プ)と して図化 した ものが図 一2であ る.


















od③ 「餉 周肺 」となって噸 「'i'㈱市・






模核市→圏内周辺市 とい うように 「小規模核市」か ・・
ら脱落す るものが9.6%見られるなど,「小規模核







域は,東京周辺の 甲信越地域 と東海道 ・山陽新幹線
を軸 とするベル トゾーンに集 中的に分布 しているこ
とが確認できる.これ に対 して,1965年の「独立市」
から圏域内都市へと変化 していない独立性(孤立性)

































































































































































































































































































a1・ ・∵ 肛 特化型→平均型 嚇 化型欄5
20
圏 翻翻a禽56
呼 。肛 靴 型埴 工靴 型の轍
(クO軽 工特{ヒ型一9●塁コニ特{ヒ型 口1匿コニ特{ヒ型→量工特`ヒ型
O軽 工特4ヒ型→3次將{ヒ型 回 ■:【特{ヒ型→3次驚{ヒ型


























































































































































組 立 特 化 型
9鯉(14・5.0%)X26,
い










「資源 軽 工型 」が消滅 して6タ イプ)で ある.
各 タイプ の年度 ご との推 移 を見 る と,「資源 特化
型 」が65年 か ら95年 にかけて46.4%から12.1%
へ と激減 してい るの に対 して,「3次特化型 」は65年
か ら95年に か けて9.3%から26.8%へと増 加 し,「組
立特 化型 」は65年か ら85年にかけ て6.4%から20.7
%へ と増加(そ の後 は安定)し,「 平均型 」は85年
まで20%程 度 で安 定 していた もの が95年には30.7
%へ と急増 してい る.
これ を30年 間の変動 パ ター ン(1965年タイ プ→
1995年タイ プ)と して示 した ものが表 一5で あ る.
就 業構造 が変化 してい ない都市 は4割 弱(上 述 の周、
辺 との結 節性 に比 して少 ない)で あ り,6割以上 の地
方 小都 市が 「平 均型 」「3次特化 型」「組 立特化 型」等
へ と変化 してい る.主要 な変動パ ター ンは図一4に示
す 【資源特 化型→ 平 均型 】17.5%,【資源 特化型 →組
立特 化型 】9.3%,【平 均型→3次 特化型 】8.9%,【資
源 特化 型→3次 特化型 】6.4%の4タイプ であ り,マ
クロに見れ ば,「資源 特化型 」か ら 「3次特化型 」へ
の変動 を媒 介す る位 置 に 「平均型 」が存在 す るこ と
が伺 われ る.
続 い て,これ らの就業構 造 の変動 の状況 を地 図上
に示 した ものが図 一5である.「資源特 化型 」や 「平均
型」などか ら「組立特化型」へ転換 した都 市は主に東京
周辺 の 甲信 越地 域 に分布 してい るこ とが わか る.そ
の一 方,転換 してい ない 「資源 特化 型」の都市 で は主
に九州 地方,東北 地方 に集 中 してお り,また他 の就業
構造 類型 か ら「3次特化型」へ転換 した都市 で は,九
州地 方,中 国地方,北 海道 地方 に分布 してい る.
3.3周 辺 との結 節 性 と就 業構 造 タイ プの 関係
1965年と1995年時点 にお け る周 辺 との結節性 別
就業構 造 タイ プの実態 を示 した ものが表 一6であ る.
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様 に分散 して 「平均型」「組立特化型」「3次特化型」
の割合が相対的に高い点 と,「母都市人 口50万人以
上の圏内周辺市」では 「平均型」と 「3次特化型」に













心として 「3次特化型」と 「平均型」に分化 している.
4.周辺との結節性及び就業構造と人 口変動 との関連
4.1人 口変 動 の概 要
1965年以 降10年ごとの人 口変 動 の概 要 を表 一7に
示 した(以 下で は,1965年一75年 を第1期,75年
一85年 を第2期 ,85-95年 を第3期 とす る)第1
期 の人 口増加率 は全国平均12.8%に対 して地 方小都
市0.9%であ り,人 口変動 タイ プ は衰 退都 市 〉安定








































市の順 となってい る.第3期 には全国平均が3.7%
に低下する中で地方小都市ではではマイナスに転 じ,
人 ロタイプで も衰退都 市が6割強を占めている.
4.2周 辺 との結節性 と人 口変動 の関係
表 一8には,各期における期首年の周辺 との結節
性別 に人 口変動の実態を示 した(各期 の地方小都市
平均との差をランク化表示 した).3期間に共通 して
人 口増加率の順位 は【母都市人 口50万人以上の圏内
周辺市〉母都市人 口20-50万人の圏内周辺市〉母







には 「母都市人 口10万人未満 の圏内周辺市」と 「圏
外周辺市」もマイナス)と なっている.な お,人 口
増加率ランクで対極にある「独立市」と「母都市人 口
20万人以上の圏内周辺市」の人口増加 率は一貫 して
減少傾 向にあるのに対 して,「母都市人 口20万人未
満の圏内周辺市」と 「小規模核市」「圏外周辺市1の
第2期人 口増加率は第1期 を上回ってい る.
4.3就 業構造 と人 口変動の関係
表 一9には,各期にお ける期首年の就業構造 タイ
プ別人 口変動の実態 を示 した.3期間を通 じて人 口
増加率が最 も高いのは「組立特化型」である(第2期,
第3期は全国平均をも上回 る)のに対 して,3期間 と
も地方小都市平均 を下回るのは「資源特化型」「資源
軽工型」「重工特化型」の3タイプ(第1期 と第3期
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次特化型」の4タ イプの第2期 人 口増加率は第1期
を上回ってい る.ま た,第1期 における人 口増加率
マイナスは 「資源特化型」のみ,第2期 のマイナス
は皆無であるのに対 して,第3期 においては 「組立
特化型」を除 く全てのタイプがマイナスとなってい
る.
4.4周 辺との結節性 ・就業構造 ・人口変動の関係
表一10には,各期 における期首年の周辺 との結節
性および就業構造タイプ別人口変動の実態を示 した
(各期の周辺 との結節性 ごとの平均 との差をランク化
表示 した).全体的 にみた大 きな傾 向として,第1期
には周辺 との結節性 ごとに人 口増加率の高い就業構








周辺 との結節性別 にみた主要な特徴に人 口増加率















































































































































































































YI:-4.4%21-7.5X化型14i-15.3'K6　-3 0%-21%-20瓢2 1 1
1軽 工 特t211≧1
9化 型2+灘 鐵6-.a%9.2㎝1‐o.rc、47鰐 撒 3《M瓢
璽工 特8




年 化型221-21%4i羅 鐡 華2、-24%馨
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は 「3次特化 型 」,第2期は 「組 立 特化型 」で あ り,第
3期には 「組 立特化 型 」を除 く多 くの タイ プの人 口増
加 がマイ ナ ス(「3次特化型 」もマ イナ ス)と な って
い る.
③ 「小 規模 核市 」「圏外 周辺 市」:「母都 市 人 口10-
20万人の圏 内周 辺 市」とほぼ 同様 の人 口変 動 を見せ
て い るが,第1期 で人 口増加 率 が最 も高 いのが 「組
立特化 型 」で あ る点 と,第2期 で人 口増加 が マイ ナ
ス とな る就業構 造 タイ プが登場 してい る点 が異 なっ
て い る,な お,「小規 模核 市」につ い ては,各 期 とも
就業構 造 タイプ に よる人 口増加 率 の差 が相対的 に小
さいの に対 して,「圏外周 辺市」につ いて は,就 業構
造 タイプ に よる人 口増加 率の差 が相 対 的 に大 き く,
第1期 ～第2期 の 「組 立特化 型 」の人 口増加 率 が と
くに高い こ とと,第3期 の 「資源 特化 型 」「軽 工 特化
型 」の人 口増加 率が特 に低 い こ とが 目立 って い る.
④ 「母都 市 人 口10万人 未満 の圏 内周辺 市」「独 立市 」:
上記 の 「小規模 核 市」「圏外周 辺 市」と同様 に第2期
で人 口増加 がマイナ ス とな る就業構 造 タイプが登場
して い るこ とに加 えて,第1期 の 「資 源特 化型 」の


























第1期か ら第3期 まで一貫 して全てプラスとなって
いる(と くに第2期 の 「圏外周辺市」と 「母都市人
口10万人以上の圏内周辺市」で高い).
⑤ 「3次特化型」:第1期～第2期 は程度の差は見 ら
れるものの,全 ての性格でプラスであるが,第3期
には 「母都市人 口50万人以上の圏内周辺市」と 「圏







5.周辺 との結節性及び就業構造の変動パ ター ン別に
見た人 口増加率
5.1周 辺 との結節性の変動パ ター ン別 にみ た人 口増
加 率
30年間(1965-1995)の周 辺 との結節性 の変 動
パ ター ン別 に人 口増加 率 を示 した ものが図 一6で あ
る(こ こで は,「圏内周 辺 市」を 「小都 市圏 内市:母

































れ らから「中大都市圏内市」への移行 した都市が人 口






して安定 している都市 とそれへ移行 した都市が人 口
増加率の上で変わ りがないことが伺われ る.
④一方,人 口減少が著 しい(人 口増加率がマイナス
20%以上)の は 【独立市(変動なし)】と 【独立市→
小都市圏内市】【独立市→ 中大都市圏内市】であ り,

















型 】【資源軽工型→組立特化型 】の人 口増加率は10%
前後に低下している.
②人 口増加率が これ らに次 ぐのは 【平均型→3次特
化型】の17%であり,やは り 【3次特化型(変 動な












軽 工 特 化 型
(-2.7%)
璽 工 特 化 型
(6.7%)


























示 したものが表 一11である.(ただ し量的に少 ない
パターンはその他 としてまとめている).また,これ













































































































































































































































































































































②周辺 との結 節性 の変動パ
ターン別の人 口増加率が概ね
マイナスでありなが らプラス
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年度 に 「組立特化型」あるいは 「3次特化型」である
点は共通 してはいるものの,変動パ ターンは多様で
ある.これに対 して,人 口増加率がマイナス20%以










以上,地 方小 都 市にお ける1965-95年の周辺 と
の結節性 ・就業構 造 ・人 口の変化 と相 互関係 を検討



















甲信越および東海道 山陽ベル トゾーンに分布 し,【組
立特化型(変動な し)】や95年時点で 「組立特化型」
に移行 した都市の多 くが関東甲信越地域に集 中して
いる.
③周辺 との結節性 と就業構造の関係では,「独立市」
が 「資源特化型」を中心 とす る就業構造を95年にお
いても色濃 く残すのに対 して,「母都市人 口50万人
以上の圏内周辺市」「小規模核市」「圏外周辺市」は
「平均型」と 「3次特化型」を中心 とする就業構造 に
変化 し,「母都市人 口50万人未満の圏内周辺市」は













する)こ と,就業構造別には3期 間とも 「組立特化
型」が最も高 く 「3次特化型」あるいは 「平均型」が
それに次いでいることが確認できる.





るかとい う点に周辺 との結節性 による特性が現れて
お り,「中大都市圏内市」では 「平均型」から 「3次




⑥ これを周辺 との結節性の変動パターンか らみる
と,人口増加率が最 も高いのは【中大都市圏内市(変
動なし)L最 も低いのは 【独立市(変動な し)】であ
るが,変動のみられ るパ ター ンの中で人 口増加 にプ
ラス効果(人口減少 を相対的に抑制 した とい う意味
での効果)がみ られ るのは【独立市→小規模核市】【独
立市→圏外周辺市】である.一方,就 業構造の変動








られるのに対 して,人口増加 が著 しいのは95年時点
における 「組立特化型」あるいは 「3次特化型」であ
る点は共通 してはいるものの変動パ ターンは多様に




1)全国人 口の2割を占める町村の人 口成長に関す る考察
は重要であるが,町 村の製造業,サ ー ビス業の就業人
口のデー タは 「国勢調査」などの統計資料には大分類
しか集計 されていないため,本 稿ではやむ をえず市部
のみを考察す る.町村 に関す る分析は今後の課題にな
る。
2)本稿では都市人口と産業就業人口の30年間の増加率を
分析指標 とす るため,分 析期間の途中に成立または合























都市を1グループ とす るよ うに280都市を100以内のグ
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